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１　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（「財政健全化法」）について

⑴　成立日　　　平成１９年　６月１５日　（公布日　同年　６月２２日）

⑵　施行日　　　平成２１年　４月　１日

２　財政健全化法の概要

⑴　財政健全化法制定の目的

地方公共団体の財政の健全化に関する法律　第１条

「この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、当該比率に応じて、地方

公共団体が財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図るための計画を策定する

制度を定めるとともに、当該計画の実施の促進を図るための行財政上の措置を講ずることにより、地方公

共団体の財政の健全化に資することを目的とする。」

⑵　早期是正機能の制度化

○地方公共団体の財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を促す

「比率に応じて、財政健全化計画、財政再生計画の策定等健全化の取組みを制度化」

⑶　財政情報の公表

○地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表

「健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員による審査の後、意見を付けて議会に報告し、公表し

なければならない」

・健全化判断比率　　（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）

・資金不足比率　　（公営企業の資金不足比率）

３　健全化判断比率の算定

⑴　実質赤字比率

「一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率」

○一般会計等に含まれる会計

一般会計、部落有財産特別会計、勤労者福祉共済特別会計、公共用地先行取得特別会計、

病院事業債管理特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計

報告第25号参考資料

平成29年度

（2017年度）

（▲ 3.59%) （▲ 3.45%) （▲ 0.58%) （▲ 0.57%) （▲ 3.29%)

実質赤字比率　　＝

（2018年度）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

－ － － －

（2019年度） （2020年度） （2021年度）

－

・指標の整備と情報の公

開

健全段階

・自主的な改善努力によ

る財政健全化（財政健

全化計画の策定等）

早期健全化段階

・国の関与による確実な

再生（再生計画の策定

等）

再生段階

・指標の整備と情報の公

開

健全段階

・自主的な改善努力によ

る財政健全化（財政健

全化計画の策定等）

早期健全化段階

・国の関与による確実な

再生（再生計画の策定

等）

再生段階

（　1　）
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⑵　連結実質赤字比率

「全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率」

○連結対象となる会計

一般会計等、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、

水道事業会計、下水道事業会計

⑶　実質公債費比率

「一般会計等が負担する元利償還金及び

準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率の過去３か年平均」

○準元利償還金

満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場合の1年当たりの元

金償還金相当額、及び一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の

償還に充てたと認められる額など

⑷　将来負担比率

「一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率」

○将来負担額

一般会計等の地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当支給予定額のうち一般会計

等の負担見込額など

（▲ 43.0%) （▲ 40.0%) （▲ 46.9%) （▲ 40.0%) （▲ 42.4%)

（2017年度） （2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）

－ － － － －

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

（2021年度）

将来負担額 　－ （充当可能基金額＋特定財源見込額＋

　　　　　　　　　　地方債現在残高等に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入額）

将来負担比率　　＝

令和3年度

　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

▲ 2.2%

（2017年度） （2019年度） （2020年度）

令和3年度

（2017年度） （2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）

▲ 1.2%▲ 2.1%▲ 2.7%▲ 2.7%

（2018年度）

　標準財政規模　－

　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

平成30年度

連結実質赤字比率　　＝

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

連結実質赤字額

標準財政規模

実質公債費比率　　＝
（3か年平均）

－ － － － －

（▲ 12.59%) （▲ 13.48%) （▲ 10.24%) （▲ 13.63%) （▲ 17.51%)

平成29年度

　（元利償還金＋準元利償還金）　－

令和元年度 令和2年度

（　2　）
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４　資金不足比率の算定（公営企業）

⑴　資金不足比率

「公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率」

○資金の不足額

【法適用企業（水道事業会計、下水道事業会計）】　

 （流動負債 - 控除財源等） - （流動資産 - 控除財源等 ）

＊流動負債には、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こ した地方債の現在高を加える　

　 　

○事業の規模

営業収益　-　受託工事収益

下水道事業会計
－

（▲ 37.9%)

－

（▲ 40.4%)

（2021年度）

－

（▲ 50.0%)

－

（▲ 48.4%)

－

（▲ 63.8%) （▲ 58.4%) （▲ 66.6%) （▲ 73.9%)

－

（▲ 35.7%)

水道事業会計
－ － － －

資本不足比率　　＝
資金の不足額

事業の規模

会計区分
（2017年度） （2018年度） （2019年度） （2020年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

（▲ 59.8%)

（　3　）
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